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2 

旧簡易水道事業等の経営に関する研究会報告書（案） 1 

2 

はじめに 3 

4 

5 

我が国の水道は国民生活に必要不可欠なライフラインとして、地域住民の生命と暮6 

らしを守るという極めて重要な役割を担っている。 7 

8 

近年、水道事業を取り巻く経営環境は急速に厳しさを増している。 9 

人口減少等による水需要の減少に伴い、今後、料金収入が減少する一方で、高度経10 

済成長期以降に整備された施設等の老朽化や、近年頻発する自然災害への対策として、11 

施設等の更新の必要性は増加することが見込まれる。 12 

13 

こうした中、給水人口が小規模で、経営基盤が脆弱な事業が多い簡易水道事業につ14 

いて、経営基盤を強化し、持続的な運営を確保していくため、平成 19 年度から事業15 

の統合が推進されてきた。この結果として、事業数が大幅に減少するとともに、簡易16 

水道事業を統合した上水道事業が全国で誕生することとなった。事業統合の推進は、17 

経営の見える化などに寄与する一方で、地理的条件から施設の統廃合が困難である事18 

業など、統合前後で経営の実態が簡易水道から大きく変化がないにもかかわらず、財19 

政措置は統合前と比較すると限定的となることもあり、経営状況が厳しい事業の存在20 

が指摘されてきた。 21 

22 

本研究会は、こうした背景の下、旧簡易水道事業の持続的な経営を確保する方策等23 

について検討するために設置されたものである。令和２年２月以降、簡易水道事業を24 

統合した上水道事業の経営状況の分析等や現況のヒアリングを行ったほか、持続的な25 

経営に資する財政措置のあり方についても議論を重ね、ここに研究会の提言を取りま26 

とめたところである。約 ヶ月にわたり、熱心にご議論頂いた委員各位に深く感謝申27 

し上げるとともに、本報告書が各団体の今後の水道事業の持続的な経営に寄与するこ28 

とを願ってやまない。 29 

30 

31 

令和２年 月 32 

33 

旧簡易水道事業等の経営に関する研究会 34 

座 長 石井 晴夫 35 

36 



3 

１．簡易水道事業統合の沿革 1 

2 

（１）簡易水道事業統合の経緯3 

4 

簡易水道事業は、給水人口が 5,000人以下の小規模な水道事業であり1、水道事業全5 

体に占める簡易水道事業の給水人口や料金収入が占める割合は、約 1.5％程度である  

2。6 

簡易水道事業と上水道事業3に共通する点として、地方財政法において、両事業とも経7 

理は特別会計を設けて行うことや、経費については、一部を除き、企業の経営に伴う8 

収入をもって充てることが規定されている（独立採算の原則）。 9 

これに対して、制度上の差異としては、簡易水道事業は、地方公営企業法の適用に10 

はついては任意であり、条例で定めるところにより、同法の規定の全部又は一部を適11 

用することができるとされている。例えば、法適用事業については、財務上、発生主12 

義・複式簿記の企業会計が採用されているのに対して、法非適用の事業は、単式簿記13 

の官庁会計となっている。一方、上水道事業は、地方公営企業法の規定がすべて適用14 

されるため、財務上は発生主義・複式簿記が採用されるとともに、独自の権限を有す15 

る管理者を設置することとされている。 16 

また、国による財政支援制度は、簡易水道事業と上水道事業で異なっている。簡易17 

水道事業にかかる国庫補助については、事業の統合が推進される平成 18年度以前は、18 

老朽化した簡易水道施設等の増補・基幹改良事業等が広く対象とされていた。一方、19 

上水道事業の国庫補助は、ダム等の水源開発の施設整備や、水道施設耐震化、広域化20 

にかかる事業等が対象となっている。また、地方財政措置について、簡易水道事業は、21 

建設改良に係る企業債の元利償還金に対する措置が行われているのに対して、水道事22 

業は、水源開発や広域化推進事業等に限って、措置が行われている。 23 

簡易水道事業の１事業あたりの給水人口は約 3,300人であり、給水人口が小規模で24 

経営基盤が脆弱な事業が多い。人口減少による料金収入の低下や、施設等の更新投資25 

の増大が見込まれることから、経営基盤を強化し、持続的な運営を確保する必要性が26 

高い状況等を踏まえ、平成 18 年に厚生労働省が国庫補助事業を見直し、簡易水道事27 

業の統合が推進されることとなった。統合推進のための国庫補助事業が、平成 19 年28 

度から平成 28年度までの 10年間に期間を限定して行われる一方で、この期間の終了29 

後、一定の要件 

4に該当しているが、統合を行わない簡易水道事業は、建設改良の国庫30 

補助事業の対象外となることとなった。その後、統合推進のために行う国庫補助事業31 

の期間は、東日本大震災などの自然災害、他事業の進捗等により整備が遅れた事業が32 

あることから、令和元年度末まで延長された。なお、統合推進に際しては、簡易水道33 

事業の統合に要するソフト経費について、地方財政措置が講じられたほか、統合する34 

事業の高料金対策  

5の地方財政措置が簡易水道事業の統合に伴って減少する場合、1035 

 

1 水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第３条第３項において、「給水人口が五千人以下である水道

により、水を供給する水道事業」と規定されている。給水人口が 100 人以下の事業は水道法の規

制の対象外となるため、簡易水道事業は、給水人口が 101 人以上 5,000 人以下の事業。 

 

2 本文中の統計数値の時点は、他に特に注記がない場合は、直近の決算年度（平成 30 年度）。 

 

3 給水人口が 5,001 人以上の事業。 

 

4 事業経営者が同一であって、(1)会計が同一であるもの、(2)水道施設が接続しているもの、(3)道

路延長で、原則として 10km 未満に給水区域を有するもののうち、いずれかの要件に該当する他

の水道事業が存在する簡易水道事業。 

 

5 自然条件等により建設改良費が割高のため資本費が高額となり、高水準の料金設定をせざるを

得ない事業について、料金格差の縮小のため、資本費の一部に対して財政措置を講じている。 
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年間の激変緩和措置が講じられた 

6。 1 

統合後に上水道事業に移行した旧簡易水道事業については、前述のとおり、国庫補2 

助や地方財政措置が、簡易水道事業と比べ、限定的なものとなった。ただし、例外と3 

して、統合後の上水道の経営を圧迫する恐れのある旧簡易水道区域の整備事業につい4 

ては、統合後も引き続き、国庫補助事業の対象となり 

7、その地方負担分には、地方財5 

政措置が講じられている 

8。（図表１、２） 6 

【図表１ 簡易水道事業・上水道事業に係る国庫補助制度】 7 

 8 

  9 

                             

 

6 簡易水道事業を統合した後の高料金対策の額が、統合前の事業が存在した場合の算定額を下回

る場合、統合後の翌年度から 10 年間、その差額について措置を行うもの（6 年目以降は、段階的

に縮減）。 

 

7 他の水道施設から 200m 以上の距離を有し、当該上水道事業の資本単価が全上水道事業の平均

以上かつ当該施設の有収水量当たりの事業費用が平均以上であるものが対象。 

 

8 一部の地域（過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）に規定する過疎地域、辺

地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和 37 年法律第 88

号）に規定する辺地）については、地方財政措置の嵩上げが行われている。 
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【図表２ 簡易水道事業・上水道事業の建設改良に係る地方財政措置】 1 

 2 

地方公共団体が経営する簡易水道事業者数（特別会計ベース）は、統合推進が開始3 

される前の平成 18年度には、891事業者であったが、平成 30年度の事業者数は、5444 

事業者となり、４割程度減少した 

9。（図表３） 5 

また、簡易水道事業の給水人口が全水道事業の給水人口に占める割合は、同じ期間6 

に 3.8％から 1.5％に 2.3 ポイント低下したが、都道府県別の減少率については、大7 

きな差が生じている。平成 18 年度末に、簡易水道事業の給水人口割合が 10％を超え8 

る都道府県は、12 県存在したが、そのうち、平成 30 年度末までの減少率は、島根県9 

が最大の 21.8 ポイントとなっているのに対して、最小値の高知県では 2.7 ポイント10 

にとどまっている。（図表４） 11 

【図表３ 水道事業者数（特別会計ベース）の推移】 12 

  13 

                             

 

9 認可ベースの公営の簡易水道事業数は、6,653 事業（平成 18 年度）から 2,897 事業（平成 29

年度）まで減少した。 
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【図表４ 簡易水道事業の給水人口割合の変化（H18-H30）】 1 

 2 

簡易水道事業が統合するパターンは、概ね２種類に分類される。簡易水道事業が既3 

存の上水道事業に統合される場合と、複数の簡易水道事業が統合により上水道事業と4 

なる場合である。本報告書では、このような上水道事業を、「統合上水道事業」と呼称5 

する 

10。平成 30 年度には、統合上水道事業の数は全国で 487 事業であった 

11。このう6 

ち、簡易水道事業が既存の上水道事業に統合されたもの（図表５の①）は 453事業で7 

あり、複数の簡易水道事業が統合により上水道事業となったもの（図表５の②）は 348 

事業である。 9 

 10 

【図表５ 簡易水道事業統合パターンのイメージ】 11 

 12 

                             

 

10 なお、複数の簡易水道事業が統合した後、給水人口が 5,000 人以下の場合は、引き続き、簡易

水道事業の認可となるため、統合上水道事業とはならない。 

 

11 企業団が経営する統合上水道事業も含む。 
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また、統合上水道事業の都道府県別分布について、各都道府県における上水道事業1 

数に占める統合上水道事業の割合が５割を超えている団体が７県ある一方、統合上水2 

道事業が存在しない県も存在する（神奈川県）。また、給水人口に着目すると、各都道3 

府県の給水人口に占める旧簡易水道区域の給水人口の割合が、１割を超える団体は、4 

３県であった（割合が高い順に島根県（20.2％）、長崎県（16.4％）、秋田県（11.4％））。 5 

次に、簡易水道事業を統合した年度について、統合上水道事業が域内に存在する6 

市町村等を対象として調査を行ったところ、統合推進が開始された平成 19年度以7 

降、概ね毎年度、20～30事業の統合が続いていたが、当初の統合推進期間の期限が8 

近づいた平成 28・29年度に、半数を上回る事業の統合が行われている 

12。（図表６） 9 

【図表６ 簡易水道事業を統合した年度】 10 

 11 

  12 

                             

 

12 アンケート調査では、全ての統合上水道事業（487 事業）から回答を得た。平成 19 年度から直

近の決算年度である平成 30 年度までに、複数回の統合を行っている場合、団体の判断により、統

合対象となった簡易水道事業の認可事業数が多いなど、経営への影響が最も大きいと思われる年

度を一つ選び、回答する取扱いとした。（広域で統合した香川県広域水道企業団のみ集計から除外。） 
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（２）簡易水道事業統合の効果 1 

 2 

簡易水道事業統合の推進による効果として、以下のようなソフト・ハード両面のも3 

のが考えられる。ソフト面における具体的な効果としては、（ア）水道施設の管理体制4 

の効率化・強化、（イ）公営企業会計適用による経営状況の明確化（見える化）、（ウ）5 

水道料金体系の統一による料金負担の均てん化、（エ）会計一元化による会計処理事6 

務の効率化等が挙げられる。 7 

 8 

（ア）水道施設の管理体制の効率化・強化 9 

統合前は、事業が別であったことから、それぞれ行われていた施設の管理を一元的10 

に行うことにより、管理体制の効率化や強化を図ることが可能となる。例として、遠11 

隔監視システムにより、浄水場等の施設管理を一体化して行うことで、業務の効率化12 

が図られること等が挙げられる。また、簡易水道事業の水質管理や施設管理が、上水13 

道事業の水準にあわせて強化されることが期待される。 14 

簡易水道事業を担当する職員数が少ないことが、アセットマネジメントに対する取15 

組の障害となっていた場合等においては、統合による組織体制の強化は、水道計画や16 

アセットマネジメント等の推進を行うための人材確保に資するものと考えられる。 17 

 18 

（イ）公営企業会計適用による経営状況の明確化（見える化） 19 

統合前の簡易水道事業の大半は、地方公営企業法の非適用事業  

13であり、公営企業20 

会計を適用しておらず、固定資産台帳等が整備されていない状態にあった。統合後は、21 

公営企業会計の適用により固定資産台帳の整備等が行われ、経営状況（損益情報・資22 

産情報等）が的確に把握できるようになることで、経営管理の向上や、収支見通し等23 

の精緻化が可能となる。このことに伴って、議会や住民などに対しても、より的確に24 

経営状況を開示できるようになることが期待される。 25 

また、水道事業における料金は、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、26 

健全な経営を確保できる水準である必要があるところ、適切な原価計算に基づく料金27 

水準の設定にも資すると考えられる。 28 

さらに、資産情報を的確に把握することで、中長期的な視点に立った計画的な資産29 

管理が可能となる。アセットマネジメントを適切に行い、管路等の施設の計画的な更30 

新を行うことは重要であるが、そのためには、資産情報を適切に把握していることが31 

前提となる。 32 

 33 

（ウ）水道料金体系の統一による料金負担の均てん化 34 

簡易水道事業と上水道事業で認可が分かれている場合には、同一市町村内の事業で35 

あっても、水道料金の体系が異なり、料金水準の格差が大きい場合があった。給水コ36 

ストが高いことなどにより、市町村内の一部の地域のみが、他の地域と比べて、大幅37 

に高い料金設定となっている場合、料金負担の均てん化を図ることが、住民福祉の向38 

上に資するものと考えられる。統合後は、同一の認可となったことで、一つの料金体39 

系へ移行していくこととなるため、市町村内における料金水準の格差が解消されるこ40 

とが期待される。 41 

  42 

                             

 

13 平成 18 年度決算においては、簡易水道事業 891 事業（特別会計ベース）のうち、法適用事業

は 24 事業であり、全体に占める割合は 2.7％であった。 
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（エ）会計一元化による会計処理事務の効率化 1 

簡易水道事業は法非適用事業が多かったが、上水道事業への移行に伴って、公営企2 

業会計を導入することとなった。その結果、企業会計システムの導入による事務の効3 

率化のほか、料金体系の統一による事務の軽減や、予算書等を作成する事務が一元化4 

されることによる事務の効率化が図られることが期待される。 5 

 6 

次に、ハード面の効果として、浄水場・配水池等施設の統廃合による効率化が挙げ7 

られる。今後、人口減少等に伴って、水需要の減少が見込まれる中、必要に応じて、8 

施設のダウンサイジングの検討が求められており、浄水場・配水池等の統廃合は、将9 

来の更新投資や、施設運営に要する経費を抑制する効果がある。 10 

また、連絡管の整備等により、旧簡易水道事業の給水区域と上水道事業の給水区域11 

で水の融通を行う体制を整備し、水源の多元化を実施することによって、災害等の緊12 

急時に浄水場が使用できなくなった場合に、バックアップとして、別の水源を使った13 

給水が可能となる。 14 

以上が、簡易水道事業統合に伴って考えられる効果であるが、実態を把握するため、15 

本研究会では、統合上水道事業に対して、アンケート調査を行い、ソフト・ハード両16 

面で統合の効果と考える項目を調査した。 17 

ソフト面の効果については、「経営状況の明確化」が一番高い回答率となった（28618 

団体、58.8％）。ついで、「企業会計システム導入による事務の効率化」（164 団体、19 

33.7％）、「水道料金の統一」（146 団体、30.0％）の回答が多く、「水質検査項目、施20 

設点検等の維持管理水準の統一・強化」（134団体、27.6％）、「アセットマネジメント21 

の推進」（116団体、23.9％）についても、２割以上の団体から効果があった旨の回答22 

があった14。一方で、自由回答では、「特に効果がなかった」という場合があり、事業23 

統合前から、すでに簡易水道事業の会計が上水道事業と統合されていた場合等は、単24 

に認可を一本化するにとどまり、実態として変化がない事業も存在したと考えられる。25 

（図表７） 26 

 27 

【図表７ 簡易水道事業統合に伴うソフト面の効果】 28 

 29 

                             30 
14 複数回答可能としているため、図表中の回答数の合計と回答事業数は一致しない。 
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次に、ハード面での統合効果の回答として、３割強の団体（166団体、34.2％）は1 

物理的な統合を実施しておらず、今後行う予定もない。また、物理的な統合を実施2 

した場合であっても、連絡管の整備など、災害時のバックアップ体制の整備等を行3 

った事例も多く、必ずしも期待されたような施設の統廃合によるメリットは発揮さ4 

れていない状況にある。（図表８） 5 

 6 

【図表８ 簡易水道事業統合に伴う物理的な統合効果】 7 

  8 
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２．簡易水道事業を統合した上水道事業の現状 1 

 2 

（１）簡易水道事業を統合した上水道事業の経営状況 3 

① 現在の経営指標等の分析 4 

統合上水道事業の給水人口規模は平均約 7.0万人であり、その他の上水道事業の約5 

11.3万人と比較すると、約４割少ない状況である。また、給水人口規模が 1.5万人未6 

満の団体が、全体の約 30％を占めている。（図表９） 7 

統合上水道事業の経営状況を表す指標等は、上水道事業全体と比較して、厳しい状8 

況にある。水道事業は大規模な事業資産を有する装置産業であり、減価償却費等を含9 

む資本費 

15で比較を行うと、統合上水道事業の資本費の平均は、上水道事業全体の平10 

均と比べ、15％程度高い 86.4円となっている。（図表 10） 11 

【図表９ 統合上水道事業の給水人口規模別の団体数】 12 

【図表 10 統合上水道事業の経営状況】 13 

                             

 

15 資本費の算出は、以下の算式による。 

(減価償却費－長期前受金戻入＋企業債利息＋受水費中資本費)／年間総有収水量 
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給水原価 

16と料金単価 

17の数値を事業ごとにみると、給水原価が上水道事業全体の平1 

均を上回っている事業は 296 事業であり、全事業（487 事業）の６割を超えている。2 

また、給水原価と料金単価の双方が上水道事業全体の平均以上となっているのは、2373 

事業で全体の 48.7％となっている。さらに、料金単価が上水道事業全体の平均以上に4 

もかかわらず、料金回収率が 100％未満である事業の割合は、29.0％（141 事業）を5 

占めている。これらの事業は、水道料金が一定水準以上となっているものの、料金収6 

入のみでは給水原価相当分の回収ができない程度に、給水原価が高い状況となってい7 

ると考えられる 

18。このように、全体として、給水原価、料金単価ともに高い水準と8 

なっている事業の割合が高い状況にある。（図表 11） 9 

【図表 11 統合上水道事業の給水原価・料金単価】 10 

 11 

次に、資本費の水準により統合上水道事業を分類し、料金回収率との関係を分析す12 

ると、資本費の水準が高いほど、料金回収率が低い傾向にある。また、統合上水道事13 

業とその他の上水道事業の料金回収率について比較すると、概ねどの資本費水準にお14 

いても、統合上水道事業の平均料金回収率は、その他の上水道事業を下回っている。15 

また、給水原価の水準で統合上水道事業を分類し、料金回収率との関係をみると、資16 

本費と同じく、給水原価の水準が高いほど、料金回収率が低くなる傾向にある。（図表17 

12、13） 18 

  19 

                             

 

16 給水原価の数値の算出は、以下の算式による。 

｛経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)－長期前受金戻入｝／年間総

有収水量 

 

17 料金単価は、給水収益を年間総有収水量で除して得た数値である。 

 

18 料金回収率は、供給単価を給水原価で除して得た割合であり、給水に係る費用がどの程度給水

収益で賄うことができているかを表した指標である。 
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【図表 12 統合上水道事業の資本費と料金回収率の関係】 1 

 2 

【図表 13 統合上水道事業の給水原価と料金回収率の関係】 3 

 4 
  5 
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また、有収水量あたりの管路延長について、統合上水道事業の平均は 0.081m/㎥で1 

あり、上水道事業全体の平均値の約 1.5 倍となっている。管路更新率 

19について、統2 

合上水道事業の平均は 0.58％となっており、上水道事業全体の平均の 0.70％より低3 

く、管路更新のペースは遅くなっている。なお、令和元年度の建設改良費について、4 

地方単独事業費の経費 

20から、管路延長１kmあたりの建設改良費を算出すると、統合5 

上水道事業とそれ以外の上水道事業で、単位管路あたりの事業費に差が生じている。6 

統合上水道事業の数値は、90万円/kmであり、その他の上水道事業における 157万円7 

/kmの 60％以下の水準である。さらに、統合上水道事業のうち、旧簡易水道区域の事8 

業費は 35 万円/km であり、その他の上水道事業の 20％程度の水準となっている。な9 

お、水道事業の事業用資産のうち、大きな割合を占めている管路の更新状況について10 

みると、統合上水道事業では、平成 28 年度から平成 30 年度までの３カ年において、11 

管路更新が行われていないものが 41事業存在する 

21。（図表 14） 12 

 13 

【図表 14 上水道事業の建設改良費（地方単独事業）】 14 

 15 

 16 

統合上水道事業の中でも、旧簡易水道区域が統合後の上水道事業の経営に与える影17 

響の程度は、条件によって差があると考えられる。現在の上水道事業の給水人口に占18 

める旧簡易水道区域の給水人口の割合を一定の水準ごとに分類すると、旧簡易水道区19 

域の給水人口の割合が 10％以上の事業数は、228事業であり、全体の 47％を占めてい20 

る。また、旧簡易水道区域の給水人口が 100％、すなわち、複数の簡易水道事業が統21 

合して上水道事業となったものは、34事業である。 22 

全体として、旧簡易水道区域の給水人口割合が高いほど、給水原価等の経営指標の23 

数値は厳しい傾向にあり、有収水量あたりの管路延長は長い傾向にある。この傾向が24 

とりわけ明確なのが、複数の簡易水道事業が統合して上水道事業となったもの 

22であ25 

る。このように、旧簡易水道区域の給水人口割合が高い場合、現在の上水道事業の経26 

営状況は厳しく、経営基盤の強化に至っていない場合が多いと考えられる。（図表 15） 27 

  28 

                             

 

19 管路更新率は、当該年度に更新した管路延長を、管路延長で除して得た割合であり、管路更新

のペースや状況を把握する指標である。 

 

20 地方単独事業費の数値は、本研究会で行った各事業に対するアンケート調査に基づく。 

 

21 管路の更新状況は、地方公営企業決算状況調査において把握されている。 

 

22 本研究会の一部の資料では、このことを「簡＋簡→上」と表記している。 
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【図表 15 統合上水道事業の経営指標（旧簡易水道区域の給水人口割合別）】 1 

 2 

旧簡易水道事業は条件不利地域に立地していることが多いが、そのうち、過疎地域3 

自立促進特別措置法 

23における過疎市町村の簡易水道事業については、特別な財政措4 

置が適用されてきた経緯から、事業統合による経営への影響が特に大きいと考えられ5 

る。人口減少率等の人口要件と財政力指数等の財政力要件により、全国で 817市町村6 

が過疎地域となっている。簡易水道施設の建設改良にあたり、過疎市町村では過疎対7 

策事業債の発行が可能であり24、後年度に元利償還金の 70％が交付税措置の対象とさ8 

れていたのに対し、 、統合後に上水道事業となった施設等の建設改良は、過疎対策事業9 

債の対象外となっている。（図表 16） 10 

この状況から、過疎市町村に関する分析を行ったところ、過疎市町村の統合上水道11 

事業の経営状況は、その他の市町村と比較して、厳しい状況にある。過疎市町村の統12 

合上水道事業の資本費の平均は、非過疎市町村の平均と比べ、25％以上高い 95.1 円13 

となっている。また、有収水量あたりの管路延長については、過疎市町村の統合上水14 

道事業の平均は 0.093m/㎥であり、非過疎市町村の平均値の約 1.4 倍となっている。15 

（図表 17） 16 

  17 

                             

 

23 人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が

他の地域に比較して低位にある地域について、総合的かつ計画的な対策を実施するために必要な

特別措置を講ずることにより、これらの地域の自立促進を図り、もって住民福祉の向上、雇用の

増大、地域格差の是正及び美しく風格ある国土の形成に寄与することを目的としたもの。 
24 過疎地域自立促進特別措置法施行令（平成 12 年政令第 175 号）第６条第６項第８号におい

て、簡易水道施設が過疎債の対象とされている。 
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【図表 16 簡易水道事業・上水道事業の建設改良に係る地方財政措置】 1 

 2 

【図表 17 統合上水道事業の経営状況】 3 

 4 

  5 
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② 統合前後の経営指標等の比較 1 

統合上水道事業の経営指標について、簡易水道事業の統合前後の年度で比較を行っ2 

た 

25。給水原価は、全体の７割近い 304事業が上昇しており、そのうち上昇率が 10％3 

を上回る事業が３割弱（129事業）を占めている 

26。これに対して、料金単価は、全体4 

の約６割にあたる 273 事業で上昇しているが、その大半が 10％未満の上昇率にとど5 

まっている。料金回収率は、給水原価を料金単価で除して得た割合であるが、結果と6 

して、297事業（65.7％）で低下しており、なかでも減少率が 10％を超える事業が 1057 

事業（23.2％）となっている。したがって、少なくとも短期的には、簡易水道事業を8 

統合したことが経営の圧迫要因になった上水道事業の割合が高いと考えられる。（図9 

表 18） 10 

 11 

【図表 18 簡易水道事業統合前後の上水道事業の経営指標】 12 

 13 

次に、簡易水道事業の統合前後の年度で上水道事業の水道料金を比較 

27すると、据14 

え置きの事業が 387 事業（85.6％）で大半を占めており、値上げを行っている 42 事15 

業（9.3％）と値下げを行っている 23事業（5.1％）を大きく上回っている。また、統16 

合後、直近の決算年度である平成 30 年度までの間に水道料金の値上げを行っている17 

団体は、70事業である（15.5％）。（図表 19） 18 

  19 

                             

 

25 本研究会に際し、統合上水道事業が域内に存在する市町村等を対象として行った調査結果によ

る（N＝486。統合上水道事業 487 事業のうち、広域で統合した香川県広域水道企業団のみ集計か

ら除外）。 

 

26 複数の簡易水道事業のみが統合した上水道事業は、統合前の上水道事業の経営指標等の数値が

存在しないため、ここでは、総数に含んでいない。（N=452） 

 

27 分類に際しては、消費税分値上げの影響額は除き、消費税相当分のみの値上げを行った事業は、

「水道料金の据え置き」と評価している。 
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【図表 19 統合上水道事業の水道料金の概況】 1 

簡易水道事業を統合する前の年度から平成 30 年度までに、水道料金を変更したの2 

は、約半数に当たる 241事業であるが、簡易水道事業の統合に伴う引き上げを行った3 

のは、36事業（14.9％）であり、簡易水道事業の統合に伴う引き下げを行ったのは 104 

事業（4.1％）であった。また、水道料金変更の要因の回答として一番多かったのは、5 

消費税率引き上げに伴う料金の引き上げ（135事業（56.0％））であった。また、今後6 

の水道料金の引き上げの予定については、約２割に該当する 91 事業が、具体的な料7 

金引き上げ（引き上げ幅又は引き上げ時期）の検討を行っていると回答している 

28。8 

（図表 20） 9 

 10 

【図表 20 簡易水道事業統合直前と直近の決算時点（Ｈ30）における水道料金】 11 

 12 

 13 

簡易水道統合前までは、約４割にあたる 174 事業が上水道事業と簡易水道事業で14 

別々の料金体系となっていたが、平成 30 年度までに、９割以上の 442 事業で、同一15 

事業体内で水道料金が統一されている。平成 30 年度時点で水道料金が統一されてい16 

ない 44事業についても、その半数の 22事業が令和４年度までに水道料金を統一する17 

ことを予定している。このように、水道料金の変更の実施にあたっては、ある程度、18 

時間を要している事業が多いと考えられる。 19 

                             

 

28 平成 30 年度を基準とし、それ以降の水道料金の引き上げについて調査を行ったため、令和２

年 11 月現在において、一部の事業はすでに水道料金の引き上げを行っている。 
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（２）簡易水道事業を統合した上水道事業の具体例 1 

 2 

① 長崎県 3 

（ア）長崎県の概要 4 

長崎県は、日本最多の有人島（51島）を有し、九州本土と同程度の県域をもって5 

おり、人口は平成 27 年国勢調査で約 137 万７千人となっている。また、市町村数6 

の推移については、効率的な行財政運営のため積極的に合併を推進し、平成 15 年7 

末の 79市町村から 21市町となり、その減少率は 73.4％となっている。 8 

  長崎県は離島や半島が多く、また、その急峻な地形のために山地から海岸までの9 

距離が短く、急勾配の中小河川が多いため、水道事業経営においては、河川の保水10 

能力が低く、水資源には恵まれない状況であるとともに、その地形的条件から、水11 

道管の敷設延長が長くならざるを得ない状況にある。 12 

  また、社会保障・人口問題研究所の日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）13 

によると、2060年（令和 42年）将来推計人口は 78万５千人とされており、今後も14 

人口減少が見込まれている。 15 

 16 

（イ）簡易水道事業統合の状況 17 

  平成 18 年度には 186 の簡易水道事業が存在していたが、簡易水道事業統合の推18 

進や市町村合併に伴い、令和元年度時点では９事業となり、事業数ベースで約 95％19 

の減となっている。簡易水道事業統合の効果が、ソフト面にとどまる事例と、ソフ20 

ト面に加え、ハード面の効果が発揮された事例がある。 21 

まず、ソフト統合の事例として、17の簡易水道事業が統合して上水道事業となっ22 

た新上五島町が挙げられる。公営企業会計の適用に伴い、長期的な経営収支のシミ23 

ュレーションやアセットマネジメントに着手することで、経営戦略が描けたことが24 

大きな効果であり、その結果は、適正な料金水準の検討に寄与し、水道料金の改定25 

を令和２年に実施している。一方、施設の統廃合を含めたハード統合の実施につい26 

ては、「施設統合による費用対効果が見込めない」、「厳しいキャッシュフロー」、「災27 

害発生時のリスク分散」という３点が要因となり、実現が困難であった。そのため、28 

法非適用であった簡易水道事業が施設等の諸条件は変わらないまま、公営企業会計29 

へ移行したというのが実態に近いが、事業統合の結果として、財政措置は限定され30 

ることとなった。新上五島町の統合上水道事業の現状については、小規模集落が島31 

中に点在し、４つの半島が集まった島の形状のため、水道管の敷設延長が長く、水32 

道施設を多く配置する必要があり、また、起伏の激しい地形のため、加圧・減圧の33 

ための施設が多く必要とする状況にある。これらの要因によって、人口規模に対し34 

て、大規模な水道施設を維持していく必要があるが、この状況は統合前から変わっ35 

ていない。当面、水道施設の更新をどのように行っていくかが課題となっている。36 

（図表 21） 37 

  38 
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【図表 21 長崎県新上五島町の事例】 1 

 2 

 3 

  次に、施設の統合による費用対効果が見込まれたことにより、施設統廃合を含む4 

ハード統合を行ったのが、島原市の事例である。ハード統合に伴い、より質の良い5 

水源からの供給が可能になったため、ろ過装置の設置が不要となり、維持コストが6 

低下した。ソフト面の効果としては、簡易水道事業分の公営企業会計の適用により、7 

長期的な経営収支のシミュレーションやアセットマネジメントが可能となったこ8 

とが挙げられる。また、会計を一元化できたことにより事務量の軽減にも繋がった。9 

市町村合併後の課題であった旧市部と旧町部における水道料金の統一においても、10 

それぞれの住民に対し、目に見えるハード統合を伴う事業統合であったことから、11 

水道事業の統合によって、水道料金も統合する必要があるという説明が容易であり、12 

理解を得ることが可能となった。また、料金の統合により、収益算定事務の軽減に13 

も繋がった。島原市の統合上水道事業の現状について、統合に伴う施設統廃合で生14 

じた減価償却費分は、水道料金の改定により対応できているが、配水池等の建設改15 

良に対する国庫補助率の低下に伴い、資金計画を変更する必要が生じたことにより、16 

当初予定していた年数と比べ、事業年数が長期化している状況にある。（図表 22） 17 

  18 
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【図表 22 長崎県島原市の事例】 1 

 2 

 3 

  4 

  5 
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② 岩手県一関市 1 

（ア）岩手県一関市の概要 2 

一関市は、岩手県の南端、東北地方のほぼ中央に位置している。一関市は平成 173 

年に７市町村で合併後、平成 23 年に１町を合併しており、総面積は香川県の面積4 

の約３分の２に相当する 1,256㎢となっている。 5 

一関市の人口は令和２年４月１日時点で約 11万５千人であるが、平成 17年と比6 

べて２万人以上減少しており、人口の減少が顕著となっている。また、水道普及率7 

は、市全体で 88.64％であるが、95％程度を超える地域がある一方で、水源が少な8 

く 36％にとどまっている地域もある。 9 

一関市における水道管の総延長は 2,126kmであり、一関市から沖縄県の宮古島ま10 

での距離に相当する長さである。 11 

 12 

（イ）簡易水道事業統合の状況 13 

一関市は旧８市町村の合併により、18 の簡易水道事業を有していたが、平成 2814 

年度末をもって全ての簡易水道事業が上水道事業に統合されている。その結果、水15 

源地・取水場が 47施設、浄水施設が 34施設、配水池が 97施設、ポンプ場が 116施16 

設と多くの施設を有する事業となっている。 17 

簡易水道事業統合に向けて、旧市町村ごとに異なっていた水道料金の統一や会計18 

処理の一元化を進めるとともに、浄配水施設の中央監視体制の整備とマッピングシ19 

ステムによる管理網の一元管理を図りながら、水道施設運転管理や水道料金徴収等20 

業務の包括的な民間委託を行うなど、業務の効率化を進めている。（図表 23） 21 

 22 

【図表 23 上水道事業における施設の維持管理の方法】 23 

 24 

ハード面については、水需要の減少に伴う配水池のダウンサイジングやポンプ場25 

等の施設の統廃合による更新を行うとともに、市内全域で管理網や施設配置の見直26 

しが可能となったことから、より効率的な施設利用の検討が可能となっている。 27 

しかしながら、市域が広大で起伏も多い地理的条件から、従前の給水区域を維持28 

するためには廃止できない施設が多く、大幅な経費削減には至っていない。（図表29 
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24） 1 

【図表 24 簡易水道事業統合に伴う施設の統廃合等の状況】 2 

 3 

 4 

この状況から、簡易水道事業の統合後において、料金回収率や流動比率  

29等の経5 

営指標の数値が悪化しており、類似団体の平均値と比較しても厳しい状態となって6 

いる。（図表 25） 7 

 8 

【図表 25 簡易水道事業統合前後の経営状況の変化】 9 

 10 

経営戦略では、平成 25年度と比較して令和 20年度の人口は 28％減となり、給水11 

収益も大幅に減収することを見込んでいる。一方で、今後 30年間における施設・水12 

道管の更新費用は約 743億円と試算しており、水道使用料を改定せずに経営を続け13 

た場合、令和８年度には資金ショートを起こす可能性がある。 14 

このため、水道事業の持続的な経営の確保に向けて、令和４年度に 10％～20％の15 

料金改定を実施する予定であり、その後においても、４～５年毎に同程度の料金改16 

定を行っていく必要がある状態である。更なる料金改定の必要性について、住民の17 

理解を得るための説明をどのように行っていくかが課題である。 18 

  19 

                             

 

29 流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力を表してい

る。 
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③ 島根県邑南町 1 

（ア）島根県邑南町の概要 2 

  邑南町は平成 16 年に３町村の合併により発足した町である。島根県の中央に位3 

置し、中山間地域にある代表的な盆地が多い地形であり、高低差のある地形に集落4 

が点在している。東側の羽須美地域は、標高 100ｍ～600ｍの地域となっており、瑞5 

穂・石見地域の南側から西側にかけて中国山地の 1,000ｍ級の急峻な地形が分布し6 

ている。 7 

邑南町上水道事業は平成 28 年度末に９つの簡易水道事業を統合して設立された8 

事業であり、現在給水人口は約９千人、水道管の総延長は 325km、総施設数は 55と9 

なっている。（図表 26、27） 10 

【図表 26 島根県邑南町位置図】 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

【図表 27 島根県邑南町の旧簡易水道の概況】 23 

 

 

 

：旧簡易水道施設 

：飲料水供給施設 
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（イ）簡易水道事業統合の状況 1 

簡易水道事業統合に伴うハード面の効果について、浄水場の統廃合や連絡管の整2 

備を行ってきており、渇水対策・災害対策や、一部の施設の集約等において、一定3 

程度の効果があった。一方で、旧簡易水道事業の施設間の距離が大きく離れている4 

ため、物理的に統廃合が可能な施設は限定されており、更なる施設統合の検討を行5 

っているものの、将来的に、スケールメリットを享受できるような施設の統廃合を6 

行うことは困難であることが見込まれる。 7 

次にソフト面での効果として、地方公営企業会計へ移行したことによる経営状況8 

や施設状況の見える化が挙げられる。一方で、予算書や決算書の作成時に、貸借対9 

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書等の財務諸表の作成や、消費税及び10 

固定資産の管理が必要となるため、公営企業会計に移行する前と比較して、事務量11 

が増加している側面もある。 12 

邑南町の統合上水道事業は、複数の簡易水道事業を統合し、新たに上水道事業と13 

なったものであり、既存の上水道事業と簡易水道事業の統合とは異なり、事業の実14 

態としては簡易水道事業とほぼ変わらない状態である。また、資本費や給水原価等15 

の経営指標を類似団体平均値と比較しても、厳しい経営状況にある。そのような中16 

で、今後の更新需要に対応するため、統合時に水道料金の引き上げを行っており、17 

水道料金は島根県内の事業者の中でも高い水準となっている。しかし、給水人口や18 

給水量の減少に伴い、直近の営業収益は、平成 29 年 3 月に策定した収支計画を下19 

回っている状態であり、今後収支計画を見直す必要性が生じている。（図表 28） 20 

【図表 28 邑南町上水道事業における水道料金改定等の取組】 21 

 22 

  23 
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３．旧簡易水道事業に対する取組方策の検討 1 

 2 

（１）現状を踏まえた財政措置の必要性 3 

旧簡易水道事業を統合した上水道事業の現状は、統合前と比べ、経営状況の明確化4 

等の効果が見られるものの、複数の簡易水道事業のみが統合した場合をはじめ、経営5 

の実態が統合前から大きく変わらない事業が存在する。また、統合後の上水道事業の6 

経営状況は多様であるが、地理的な条件等によって資本費や給水原価が高水準となっ7 

ている事業など、統合後においても、未だ経営が厳しく、経営基盤の強化に至ってい8 

ないと考えられる事業も多い。加えて、地理的な条件等から、施設の統廃合を行うこ9 

とができない場合は、給水コストの大幅な引き下げにつながるような経営の効率化を10 

今後行うことも困難である場合が多く、構造的な問題に直面していると考えられる。 11 

また、統合上水道事業は、地理的な条件等から、有収水量あたり管路延長が長い傾12 

向にあるにもかかわらず、管路の更新が進んでいない状況にあり、更新投資の必要性13 

は今後増加することが見込まれる。水道事業は、日常生活のために必要不可欠なライ14 

フラインであり、大規模な事業用資産を保有していることから、将来にわたり持続的15 

な経営を確保し、安心・安全な給水を安定的に行うためには、中長期の経営見通しに16 

基づいた着実な更新投資が必要である。 17 

一方で、事業統合により上水道事業となったことにより、従来対象とされてきた、18 

簡易水道事業の財政措置の対象から外れることとなった。簡易水道事業では、建設改19 

良費の起債について、元利償還金の 55％相当分を一般会計が負担し、特別会計に繰り20 

出すこととされており、この繰出しに対して、交付税措置が行われている。実際に、21 

簡易水道事業の経営は、上水道事業と比較して、料金収入以外に依存する割合が高い22 

傾向にある 

30。上水道事業の財政措置は、水源開発や広域化等に限られているため、23 

統合に伴い、それまで対象であった簡易水道事業の財政措置から外れたことは、事業24 

の経営を圧迫する要因となっていると考えられる。 25 

これらのことを踏まえると、適切な更新投資を行うことが経営上困難とみられる統26 

合上水道事業について、旧簡易水道施設の必要な更新投資を可能とし、持続的な経営27 

を確保するため、新たな財政措置を検討する必要があると考えられる。 28 

 29 

（２）旧簡易水道事業に対する財政措置の検討 30 

適切な更新投資を行うことが経営上困難とみられる統合上水道事業に対する財政31 

措置として、管路等の旧簡易水道施設の更新投資を対象として、建設改良にかかる措32 

置を行うことが考えられる 

31
 。 33 

財政措置の対象団体の要件については、旧簡易水道事業が現在の統合上水道事業に34 

占める割合や、統合後の上水道事業の経営状況に着目することが考えられる。また、35 

                             

 

30 全国の上水道事業の経常収益のうち、他会計補助が占める割合は、2％程度であるのに対して、

簡易水道事業全体の場合、他会計補助金（法非適用事業の場合は、他会計繰入金）が経常収益（法

非適用の場合は、総収益）に占める割合は、20％を超えている。 

 

31 現行制度では、統合後の旧簡易水道事業について、統合後の上水道の経営を圧迫する恐れのあ

る場合に限定して国庫補助事業が行われており、その地方負担額について、地方財政措置が講じ

られている。また、現行制度において、上水道事業及び簡易水道事業に対して、自然条件等によ

り給水コストが割高であり、水道料金が高水準となっている事業を対象として、料金格差の縮小

のため、高料金対策の財政措置が講じられている。この措置は、資本費で一定水準を上回る部分 

の経費に上水道事業の有収水量を乗じた額を上限として、一般会計から繰り出した額を措置する

ものであり、建設改良に対するものとは、措置の趣旨や対象経費が異なっている。 
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今後の人口減少や水需要の減少により、経営環境の厳しさが増すことが見込まれる中、1 

適切なアセットマネジメントに基づき、合理的、効率的な更新投資を行うためには、2 

将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な計画として策定した3 

経営戦略を踏まえる必要がある。さらに、過疎市町村については、過去の人口減少や、4 

それに伴う水需要の減少が事業経営に影響を与えていること、財政基盤が脆弱な市町5 

村が多いこと、統合前の簡易水道施設に関して、特別な財政措置が講じられていたこ6 

と等を踏まえた検討を行う必要があると考えられる。 7 

  8 
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４．今後引き続き検討すべき課題 1 

 2 

本研究会では、主に旧簡易水道を統合した上水道事業について、現状の分析と取組3 

方策を中心とした検討を行ったが、今後、水道事業では、さらなる人口減少等に伴う4 

料金収入の減少が見込まれる中、残された簡易水道事業をはじめ、給水人口が小規模5 

な水道事業の持続的な経営の確保が課題となる。特に検討を行うべき事項として、以6 

下のような項目が考えられる。 7 

 8 

（１）人材の確保とノウハウの継承 9 

水道事業の全国の職員数は、昭和 55 年度の 76,084 人をピークとして、平成 30 年10 

度には 44,520 人となり、約４割減少している。また、技術職の職員を含め、職員の11 

年齢層が高くなっている。さらに、給水人口規模ごとに平均職員数を比較すると、給12 

水人口が小規模な水道事業ほど職員数が少なくなっているため、多くの小規模な水道13 

事業では、持続的な運営に必要となる人材の確保とノウハウの継承という課題に直面14 

していると考えられる。（図表 29、30） 15 

 16 

【図表 29 水道事業に係る職員数】 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 
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【図表 30 水道事業の年齢職層別職員数】 1 

 2 

 3 

人材・技術力の確保に向けた取組として、組織体制の強化のみならず幅広い効果が4 

期待される広域化の推進 

32や、都道府県や地域の中核となる事業体による支援等が考5 

えられる。また、民間の資金・ノウハウの活用については、効率化の観点のみならず、6 

民間のノウハウの水道担当職員への移転や、人員不足に対する補完的な役割を果たす7 

ことができることから、導入の検討が求められている。これらの取組の進展状況を踏8 

まえつつ、小規模な水道事業が将来にわたり、安定的に事業を継続していくために不9 

可欠となる人材の確保とノウハウの継承について、実効性のある方策を検討する必要10 

がある。 11 

 12 

（２）アセットマネジメントの充実 13 

人口減少による料金収入の減少や、保有資産の老朽化に伴う更新需要の増加等によ14 

り、経営環境が厳しさを増す中で、将来にわたり安定的に事業を行っていくため、現15 

状と将来の見通しを踏まえた中長期的な経営の基本計画である経営戦略を策定し、経16 

営基盤強化と財政マネジメントの向上に取り組む必要がある。経営戦略における投17 

資・財政計画の策定に当たっては、今後の人口減少と適切なアセットマネジメントに18 

基づく更新投資需要が正確に反映された、投資、財源に係る中長期の収支見通しを試19 

算し、10年程度の一定期間において、収支均衡を図る必要がある。また、策定した経20 

営戦略は、毎年度、進捗管理を行うとともに、ＰＤＣＡサイクルを確立し、投資・財21 

政計画等と実績の乖離状況やその要因の分析を踏まえ、改定を行っていく必要がある。22 

これらのことを踏まえ、中長期の視点に立った需要の変動と供給体制の見通しを踏ま23 

えた適切なアセットマネジメントに基づき、更新投資を着実に進めることが求められ24 

ている。（図表 31） 25 

  26 

                             

 

32 広域化には、事業統合、経営の一体化、管理の一体化、施設の共同化や、事務の代替執行・技

術的支援等、様々な形態があることから、地域の実情に応じて、最適な形態を選択できるよう、

検討が必要となる。 
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【図表 31 公営企業の「経営戦略」の策定・改定の推進について】 1 

 2 

また、簡易水道事業は、公営企業会計が導入されていない事業の割合が高い状況に3 

あったところ、資産の規模が大きく、また、住民生活に密着したサービスを提供して4 

おり、必要性が特に高いことから、公営企業会計への移行について、重点的な取組が5 

求められている。小規模な事業では、固定資産台帳が未整備であること等により、施6 

設等の老朽化状況の把握が不十分であって、計画的な更新投資を行うことを阻害して7 

いる場合があると考えられる。経営成績（損益情報）や財政状態（ストック情報）な8 

どの経営状況のより的確な把握や、適切な原価計算に基づく料金水準の設定を行うた9 

めにも、公営企業会計の適用によって得られる情報は必須である 

33。また、経営戦略10 

の策定を一度行った場合でも、公営企業会計の適用によって把握された状況に応じて、11 

改定を行うなど、更に精緻化を行っていく必要がある。 12 

 13 

上記の取組について、水道事業・簡易水道事業の経営戦略の策定は令和２年度まで、14 

簡易水道事業の公営企業会計の適用は、人口３万人以上の団体については令和元年度、15 

人口３万人未満の団体については令和５年度までに行うことが求められており、現在16 

講じられている様々な支援措置の活用を促すことにより 

34、これらの取組を着実に推17 

進する必要がある。 18 

 19 

（３）ICT、IoTの活用などデジタル化の推進 20 

水道事業にかかる職員数は、これまで減少傾向にあることを踏まえ、経営基盤の強21 

化に向けて、ICT、IoT等の先端技術の活用などデジタル化の推進により、更なる業務22 

                             

 

33 平成 30 年度に改正が行われた水道法において、水道施設の維持管理や計画的な更新など、適

切な資産管理を行うことができるよう、令和４年９月 30 日までに、水道施設台帳の適切な作成、

保管を行うこととされた（同法第 22条の３）。 

 

34 公営企業会計の適用に要する経費について地方財政措置が講じられているほか、専門人材の派

遣や、具体的な業務について取りまとめたマニュアル等の公表が行われている。 
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効率化を図る必要がある。例として、浄水場等における集中監視・遠隔操作や水質の1 

自動管理のほか、スマートメーターを利用した自動検針や、AIを活用した管路の劣化2 

状況の把握などに取り組んでいる事業もある。また、水道事業者等が保有する水道に3 

関する設備・機器に係る情報や、事務系システムが取り扱うデータを横断的かつ柔軟4 

に利活用できる仕組みとして、「水道情報活用システム」の標準仕様が示されたとこ5 

ろであり、提供される監視や水運用、台帳管理等のアプリケーションを活用し、水道6 

事業者が、必要なデータを容易に参照し、利活用し易いように加工し、分析すること7 

が可能となることが期待される。（図表 32、33） 8 

一方、給水人口が小規模な事業においては、水道事業に携わる職員数が限定されて9 

いること等から、ICT、IoTの具体的な活用方法を検討する体制を構築することに課題10 

がある場合も考えられる。しかし、そのような事業では、今後、さらに人材確保が課11 

題となることが想定され、ICT、IoTの活用による業務効率化の必要性が高いことを踏12 

まえ、積極的に活用方法の検討を行うことができるよう、実効性のある方策を検討す13 

る必要がある。 14 

【図表 32 水道スマートメーター】 15 

【図表 33 水道情報活用システムの概要】 16 

出典：経済産業省資料 17 
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水道事業の持続的な経営の確保に向け、上記の観点等から、具体的な取組を行って1 

いく必要がある 。また、これまでは条件不利地域にある小規模な集落も含め、水道未2 

普及区域の解消を目指し、水道施設の普及・整備が進められてきたが、施設の再構築・3 

更新時期を迎え、費用対効果の面から、今後の施設の更新が経営上困難と考えられる4 

場合等においては、水道法に定める「水道」以外の手法による衛生的な水の供給につ5 

いても検討が進められている  

35。これらの取組の進展により、水道事業の経営に関し6 

ては、今後、状況に変化が生じる場合もあると考えられる。給水人口が小規模な水道7 

事業については、特に経営の条件が厳しくなることが見込まれるため、将来にわたっ8 

て、経営の持続性を確保することができるよう、事業の経営実態等を踏まえつつ、適9 

切な財政措置のあり方について、引き続き、必要に応じて、検討を行っていく必要が10 

ある。 11 

  12 

                             

 

35 「水道事業の統合と施設の再構築に関する調査（小規模集落における給水手法に関する調査）」

（平成 25 年２月厚生労働省健康局水道課）、「人口減少地域における多様な給水方法の検討に関

する調査」（平成 30 年３月厚生労働省医薬・生活衛生局水道課）等を参照のこと。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

参考資料 8 

  9 
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 旧簡易水道事業等の経営に関する研究会開催要綱 1 

総務省自治財政局公営企業経営室 2 

１ 目的 3 

 水道事業を取り巻く経営環境は、人口減少等による料金収入の減少や、施設・管路等の老4 

朽化に伴う更新投資の増大により、その厳しさが増すことになると見込まれる。 5 

 こうした中で、簡易水道事業における経営の基盤強化を図るため、平成 19 年度から平成 286 

年度まで（一定の条件を満たす団体は令和元年度まで）、簡易水道事業の事業統合が推進され7 

てきた。 8 

一方で、事業統合後も、旧簡易水道区域において地理的条件により施設の統合が困難であ9 

ること等により、厳しい経営状況が続いている事業もあると考えられる。 10 

 このような状況を踏まえ、総務省として、統合後の旧簡易水道事業等の経営状況を整理し、11 

持続可能な経営を確保する方策について検討することとする。これに当たり、学識経験者や12 

地方公共団体の水道関係者など、専門的かつ優れた識見を有する者に意見を伺いつつ、旧簡13 

易水道事業等の経営について検討を行うため、総務省において研究会を開催するものである。 14 

 15 

２ 名称 16 

 本研究会は、「旧簡易水道事業等の経営に関する研究会」（以下「研究会」という。）と称す17 

る。 18 

 19 

３ 研究テーマ 20 

 統合後の旧簡易水道事業等の経営状況を整理し、持続可能な経営を確保する方策を検討。 21 

 22 

４ 構成員 23 

 別紙構成員名簿のとおりとする。 24 

 25 

５ スケジュール 26 

 令和２年２月から開催する。 27 

 28 

６ 運営 29 

 ① 研究会に、座長１人を置く。座長は、研究会を招集し、主宰する。 30 

 ② 座長は、不在の場合など必要の都度、これを代行する者を指名することができる。 31 

 ③ 座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を32 

聴取することができる。 33 

 ④ 研究会は非公開とするが、研究会終了後に配付資料を公表するとともに、速やかに議34 

事概要を作成し、これを公表することとする。ただし、座長が必要と認める時は、配付35 

資料を非公開とすることができる。 36 

⑤ 本要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定める。 37 

 38 

７ 庶務 39 

 研究会の庶務は、総務省自治財政局公営企業経営室が行う  40 

  41 

資料１ 



35 

 

旧簡易水道事業等の経営に関する研究会 構成員名簿 1 

     2 

【座 長】 3 

石井
い し い

 晴夫
は る お

 東洋大学名誉教授 

 4 

【構成員】 5 

宇野
う の

 二朗
じ ろ う

 横浜市立大学国際総合科学群教授 

大塚
おおつか

 英樹
ひ で き

 

井手
い で

 美都子
み つ こ

 

長崎県地域振興部市町村課長（第２回研究会から） 

（第１回研究会） 

木村
き む ら

 俊介
しゅんすけ

 明治大学公共政策大学院教授 

齊藤
さいとう

 由里
ゆ り

恵
え

 中京大学経済学部准教授 

鈴木
す ず き

 伸一
しんいち

 岩手県一関市上下水道部長 

原田
は ら だ

 大樹
ひ ろ き

 京都大学法学系（大学院法学研究科）教授 

星野
ほ し の

 菜穗子
な ほ こ

 地方財政審議会委員 

三上
み か み

 和彦
かずひこ

 島根県邑南町水道課長 

 6 

【オブザーバー】 7 

阿部
あ べ

 秀夫
ひ で お

 公益社団法人日本水道協会調査部調査課長 

小平
おだいら

 鉄雄
て つ お

 全国簡易水道協議会事務局長 

熊谷
くまがい

 和哉
か ず や

 厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長 

 （敬称略、構成員・オブザーバーは五十音順） 

 8 

9 

資料２ 
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旧簡易水道事業等の経営に関する研究会 開催状況 1 

     2 

 3 

第１回開催  令和２年２月 19日（水） 4 

○ 旧簡易水道事業等に係る現状と課題 5 

○ 研究会の検討課題（案） 6 

○ 簡易水道事業等の今後の分析の方向性 7 

○ 研究会のスケジュール（案） 8 

 9 

第２回開催  令和２年４月 22日（水） 10 

○ 旧簡易水道事業等の現状と課題等について 11 

 12 

第３回開催  令和２年５月 20日（水） 13 

 ○ 統合上水道等の経営状況の分析等について 14 

 15 

第４回開催  令和２年８月６日（木） 16 

 ○ 旧簡易水道事業等に関する調査結果等について 17 

 18 

第５回開催  令和２年 10月２日（金） 19 

○ 旧簡易水道事業等の経営に関する研究会 報告書骨子（案）等に20 

ついて 21 

 22 

第６回開催  令和２年 11月 19日（木） 23 

○ 旧簡易水道事業等の経営に関する研究会 報告書（案）について 24 

 25 

 26 

 27 

資料３ 




